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平成２９年度 危機管理部 経営計画書

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源

危機管理部長

奥田 幸一

●使命

私たち危機管理部は、総合計画に掲げる「人と自然が織りなすしあわせ

実感都市瀬戸内」の将来像に向かい、市民が安全で安心できる暮らしを

実現するため、行政、市民、地域が一体となった取り組みを行い、市民

の防災意識、交通安全意識、防犯意識の向上を図ります。

●基本方針

①防災意識の高いまちを目指して市民の防災意識の高揚と啓発、職員の

防災・災害対応能力の向上に努めます。

②交通事故ゼロのまちを目指して交通安全団体と連携し、交通安全の教

育や教室、啓発活動を実施します。

③空家等に関する諸問題に対処するため、協議会を立ち上げ、計画等を

策定します。

所 管 課 危機管理課

人 員
正職員 臨時職員 合計

６ 人 １ 人 ７ 人

一般会計 ８５，３４２
千円

特別会計
千円

計 ８５，３４２
千円

（うち人件費） （ ４１，０１０ 千円）

重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

1

市民の防災意識の

高揚・啓発

市民の防災意識の高揚と自主防災

組織の結成促進を図るため、出前

講座を開催します。

9月1日を「家族防災会議の日」と

し、啓発を行います。

自主防災組織を牽引するための防

災リーダー・防災ミーティング研

修を通じて地域防災力の活動創出

を図ります。

出前講座 15回

（平成28年度 10回）

市内自主防災組織率 76％

（平成28年度末 74.7％）

うち組織認定率 26％

（平成28年度末 24.4％）

広報紙８月号で「家族防災会

議の日」にあわせ記事を掲載

防災リーダーの養成 100名

（平成28年度 87名）

防災ミーティングの開催

出席者 20名

（平成28年度 15名）

同左 7回

同左 76％

同左 26％

広報紙８月号で「家

族防災会議の日」記

事を掲載

12月実施予定

29.8.4開催 出席者

21名

同左 13回

同左 76％

同左 26％

同左

12月9日実施 79

名参加

第2回目を2月実施

予定

同左 14 回

同左 76％

同左 26％

同左

同左

第3回目を3月 20

日開催 出席者

18 名 総計 39名
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

2

職員の防災・災害

対応能力の向上

災害時における職員の危機管理に

対する日常的な自覚や災害対応能

力の向上を図るため、職員研修を

実施します。

市の災害対策体制や、各種マニュ

アルの見直しを進め、防災等危機

管理対策の強化を図ります。

職員を対象とした災害時に

おける危機管理研修の実施

教職員を対象とした災害時

における学校危機管理研修

の実施

市の防災体制や、各種マニュ

アルの見直し

29.8.1に災害対策本

部設置を想定し本部

長、班長、伝令30人

で実施。

29.8.21に避難所設

置を想定し教頭・事

務員28人で実施。

３月末までに実施予

定。

同左

同左

同左

同左

同左

市の災害対策体制方

針の見直しを行っ

た。

3

交通安全教育・教

室及び啓発

正しい交通ルールとマナーを理解

し、安全な行動がとれるよう幼児

期からの交通安全教育を行いま

す。

また、交通事故防止を図るため、

警察署、交通安全団体、交通安全

ボランティア等と連携し交通安全

教室や啓発活動を実施します。

交通安全教育

（保育園・幼稚園 30回）

交通安全教室

（高齢者・一般 6回）

交通安全啓発

（春・秋交通安全運動15回）

交通安全フェスタ開催

（9/17 600名）

市内人身事故発生件数

平成29年90件以内

（平成28年1～12月 104件

平成27年1～12月 140件）

9月末 11回開催

9月末 3回開催

17回（春7 秋10）

台風のため中止とし

ています。

平成29年1月～8月

69件

1月末17回開催

1月末4回開催

同左

同左

平成29年1月～12月

109件

3月末 24 回開催

同左

同左

同左

平成 29 年 1 月～30

年 2 月 127 件
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

4

空家等対策の推進 空家等に関する施策を実施するた

めに必要な庁内体制を整備しま

す。

空家等対策を推進するための計画

等を策定します。

また、空家等の適正な管理の普

及・啓発に努めます。

関係各課で情報共有を図る

ため、空家等対策庁内連絡会

議を設置

空家等対策協議会を8月末ま

でに設置

空家等対策計画、台帳、特定

空家等認定基準等を平成29

年度末までに作成

空家等の適正な管理を行う

ことの重要性や周辺地域に

もたらす諸問題について広

報等で周知

庁内関係９課による

連絡会議を6月9日に

開催し課題等につい

て共通認識しまし

た。

第1回空家等対策協

議会を8月25日に開

催し今後の日程、方

針等について確認し

ました。

計画、基準は現在策

定中。

第2回目の庁内連絡

会議を12月4日に開

催し空家対策協議

会、計画等について

共通認識しました。

第2、3回空家等対策

協議会を10月12月に

開催し計画、認定基

準を策定しました。3

月末までにパブリッ

クコメントを実施予

定。

同左

パブリックコメント

は実施済み。第 4,5

回空家等対策協議会

を開催し計画、認定

基準が承認された。

5

防犯灯の計画的な

整備

スポンサー灯（水銀灯）の改修、

また、未設置の主要道路防犯灯の

新設について国の補助金を活用し

た事業の検討を行います。

今年度中に防犯灯整備の方

針案を策定する。

国補助金は新設対象

とならないことが判

明したため単市での

計画的整備を検討し

ます。

新設灯数

16灯市管理分

141灯補助分等

新設灯数

18灯市管理分

159灯補助分等

同左


